
法令および定款にもとづく
インターネット開示事項
（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

1. 事業報告
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

2. 連結計算書類
連 結 注 記 表

3. 計算書類
個 別 注 記 表

事業報告の「業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要」および
「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」ならびに連結計算書類の「連
結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、法令および定款第17
条の規定にもとづき当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供してお
ります。
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1. 事業報告

（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
① 当社および当社グループ会社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制

イ. 当社および当社グループ会社は、「ＳＢＳグループコンプライアンス規程」にもとづき、取締
役および従業員に対して、法令および定款ならびに社内諸規程などの遵守を徹底しておりま
す。また、コンプライアンスに関する会議などの活動をとおしてコンプライアンス体制の維
持・向上を推進しております。

ロ. 当社および当社グループ会社は、「取締役会規則」をはじめとする社内諸規程を整備し、取締
役および従業員の行動や意思決定が、法令および定款に違反することのない体制としており
ます。

ハ. 当社は、財務報告の信頼性を確保するために、「財務報告の基本方針」に定める原則を適切に
実行し、財務報告に係る内部統制の適正かつ効率的な体制を構築しております。

ニ. 当社で内部監査を担当する監査部は監査等委員と密接に連携を保ち、当社および当社グルー
プ会社の業務監査にあたるものとし、業務監査において重大なコンプライアンス違反やその
他不当な事実を発見した場合は、当社の担当取締役および当該グループ会社の代表者などへ
報告することとしております。
なお、緊急の事案については、「ＳＢＳグループコンプライアンス会議」へ事実関係の調査の
実施勧告や監査等委員会へ臨時の取締役会の開催を提案するなど、適切な措置を講ずる体制
としております。

ホ. 当社および当社グループ会社の従業員などが、コンプライアンス違反やその他不当な事実に
関して、その事実を知ったときは、内部通報制度に定める通報先へ連絡することとしており
ます。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ. 当社は、取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）は、「文書管理規程」、「機密文

書管理規程」および「ＳＢＳグループ情報セキュリティポリシー」にもとづいて保管・管理
し、業務上必要な場合は、閲覧・謄写できることとしております。

ロ. 当社は、取締役の職務執行に係る情報の保存年限を「文書管理規程」において定めており、法
令により定められた保存年限があるものについては、それ以上の期間を保存期限として定め
ております。

③ 当社および当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程とその他の体制
イ. 当社および当社グループ会社は、「ＳＢＳグループリスク管理規程」にもとづき、部門ごとに

対応すべきリスクを洗い出してその対応策を実行し、リスクによる損害や損失の予防と最小
化を図っております。また、グループのリスク管理に関する会議体を設置し、リスク対応策
の進捗状況の確認や実施結果に対する検証・評価を行っております。

ロ. 当社は、物流品質の向上を目指して専門部署を設置し、当社および当社グループ会社におけ
る自動車事故の防止などにあたるほか、国土交通省が定める「運輸安全マネジメント制度」
にもとづく安全管理体制を導入し、事故防止に取り組んでおります。また、物流業務の改善
をとおして安全性の向上に取り組んでおります。

ハ. 当社および当社グループ会社の大規模地震などへの危機管理対策は、事業継続計画にもとづ
いて対策本部の設置や各対策チームによる初動対応および事業復旧への対応など、事業の継
続に向けた活動を実施することとしております。また、自然災害以外の危機管理対策も事業
継続計画に準じて対策を講ずることとしております。

④ 当社および当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

イ. 当社および当社グループ会社は、「取締役会規則」、「職務権限規程」、「稟議規程」をはじめと
する社内諸規程にもとづく意思決定のルールにより、適正かつ効率的な職務執行を行う体制
としております。
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ロ. 当社および当社グループ会社は、毎期初に当該事業年度の事業計画を策定し、毎月開催する
取締役会などで、その進捗状況を確認・評価する体制としております。また、緊急の課題が
生じた場合や市場環境の変化にも即座に対応できる体制としております。

⑤ 当社グループ会社の取締役などの職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
イ. 当社グループ会社は、自社の事業経過および財産の状況、その他の重要な事項について定期

的に当社へ報告し、当社と情報の共有を図っております。
ロ. 当社グループ会社が重要な意思決定を行う場合は、その意思決定に際して「国内関係会社管

理規程」、「海外関係会社管理規程」、その他関連諸規程にもとづき当社の所管部門と事前協議
を行い、所定の決裁を受ける体制としております。

⑥ 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
当社は、監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、「監査等委員ス

タッフ」を選任し、配置することとしております。

⑦ 上記の使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
イ. 当社は、監査等委員スタッフへの指示・命令は、監査等委員会とし、監査等委員スタッフは、

他の業務を兼務してはならないと定めております。
ロ. 当社は、監査等委員スタッフの任命、人事評価、人事異動および懲戒等の人事権に関わる事

項の決定にあたっては、監査等委員会の意見を尊重して決定することとしております。

⑧ 当社および当社グループ会社の取締役等および従業員が当社の監査等委員に報告するための体制
イ. 当社および当社グループ会社の取締役等および従業員は、コンプライアンスに違反する事実

や会社に著しい損害を与える可能性のある事実を知り得たときは、その事実を速やかに当社
の監査等委員に報告することとしております。

ロ. 当社および当社グループ会社の取締役等および従業員は、当社の監査等委員から業務執行に
関する事項について報告を求められた場合は、速やかに報告をすることとしております。

⑨ 上記の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確
保するための体制
当社および当社グループ会社は、上記の報告をした取締役等および従業員などに対して、当該

報告をしたことを理由に不利益な取り扱いをしてはならないと「ＳＢＳグループ内部通報規程」
で定めております。

⑩ 当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員がその職務の執行において生ずる費用の前払い、または償還などを求めた

場合は、速やかに処理することとしております。

⑪ 監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、監査等委員が取締役会以外の重要な会議に出席することができるほか、各種の会議

議事録、その他の文書を閲覧することができることとしております。
ロ. 代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題などについて意見交

換を行うこととしております。
ハ. 当社は、監査等委員が会計監査人と定期的に会合を持ち、緊密な連携を保つとともに、必要

に応じて会計監査人に報告を求めることができることとしております。
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⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的体制
当社および当社グループ会社は、「ＳＢＳグループ行動憲章」、「ＳＢＳグループ企業倫理規程」
および「ＳＢＳグループ反社会的勢力対策規程」を遵守することにより、市民社会に脅威を与える
反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を持ちません。
また、反社会的勢力から不当な要求等があった場合は、顧問弁護・警察等と連携し対応する体制
としております。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 内部統制システム全般
当社および当社グループ会社の内部統制は、「ＳＢＳグループＣＳＲ推進委員会」がその下部組

織である「ＳＢＳグループリスク管理会議」、「ＳＢＳグループコンプライアンス会議」、「ＳＢＳグ
ループ運輸安全推進会議」および「ＳＢＳグループ情報セキュリティ推進会議」を統括し、内部統
制システム全般を管理しております。
なお、内部統制システム全般の具体的な整備・運用状況は監査部がモニタリングし、その結果を

受けて改善に取り組んでおります。また、金融商品取引法にもとづく「財務報告に係る内部統制の
有効性の評価」は、当社および当社グループ会社において自己点検を行ったうえで、監査部による
第三者評価を受けております。

② コンプライアンス
当社の内部通報制度は、社内窓口と監査等委員への直接窓口および弁護士の社外窓口の３つの相

談窓口を設けており、当社および当社グループの従業員が活用できる体制を整えております。
なお、各窓口に寄せられた相談は、「ＳＢＳグループコンプライアンス会議」（当期は２回開催）

の中で、法令違反や不正行為事例として報告するほか、当社および当社グループ会社の従業員を対
象に実施する階層別研修の教材として活用するなど、当社グループ全体でコンプライアンスへの意
識向上へ継続的に取り組んでおります。また、当社および当社グループ会社の従業員に対する周知
活動を継続して行っております。

③ リスク管理
当社および当社グループ会社は、「ＳＢＳグループリスク管理規程」にもとづき、部門ごとに対

応すべきリスクを洗い出し、その対応策を実施し、リスクの顕在化による損害や損失の予防と最小
化を図っております。また、「ＳＢＳグループリスク管理会議」（当期は２回開催）は、当社および
当社グループ会社のリスク対応策の進捗状況の確認や実施結果に対する検証・評価を行い、その結
果を「ＳＢＳグループＣＳＲ推進委員会」へ報告し、承認を得ております。

④ グループ会社経営管理
当社は、グループ会社の重要な意思決定を「国内関係会社管理規程」もしくは「海外関係会社管

理規程」にもとづき、当社の所管部門と事前協議のうえ、承認または報告を受けることとしており
ます。また、監査部は、「ＳＢＳグループ内部監査規程」にもとづきグループ会社に対して内部監
査を実施し、グループの経営方針および諸規程に準拠した企業活動や組織運営が効率的に行われて
いるかを検証・評価し、助言を行っております。

⑤ 取締役の職務執行
当社は、「取締役会規則」にもとづき、原則、月１回の取締役会を開催し法令または定款に定め

られた事項および経営上の重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行ってお
ります。また、社外取締役を５名選任し、当社取締役の職務執行の監督機能の強化を図っておりま
す。
なお、当期においては取締役会を13回開催したほか、会社法第370条および当社定款第26条の

規定にもとづき、取締役会の決議があったとみなす書面決議を2021年４月および５月に計２回行
っております。
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⑥ 監査等委員
当社の監査等委員は、取締役会や重要な会議への出席をとおして当社グループの内部統制の整備

状況や運用状況の確認を行うとともに、健全な経営体制と効率的な運用を行うための助言を行って
おります。また、監査等委員は、会計監査人、監査部など内部統制に係る組織との情報交換を行
い、連携を保ちながら監査の実効性を確保しております。
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2. 連結計算書類

連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 33社
・主要な連結子会社の名称 ＳＢＳ東芝ロジスティクス㈱、東芝物流（上海）有限公司、東芝物流（杭州）

有限公司、東芝物流（大連）有限公司、東芝物流（香港）有限公司、
Toshiba Logistics (Thailand) Co., Ltd.、Toshiba Logistics Vietnam
Co., Ltd.、Toshiba Logistics America, Inc.、Toshiba Logistics Europe
GmbH、 Ｓ Ｂ Ｓ リ コ ー ロ ジ ス テ ィ ク ス ㈱、RICOH LOGISTICS
CORPORATION、RICOH INTERNATIONAL LOGISTICS(H.K) Ltd.、理光国
際貨運代理(深圳)有限公司、ＳＢＳロジコム㈱、ＳＢＳフレック㈱、ＳＢＳゼン
ツウ㈱、ＳＢＳ即配サポート㈱、ＳＢＳフレイトサービス㈱、ＳＢＳグローバ
ルネットワーク㈱、ＳＢＳスタッフ㈱、ＳＢＳファイナンス㈱、ＳＢＳアセッ
トマネジメント㈱、㈱エルマックス、マーケティングパートナー㈱、東洋運輸
倉庫㈱、ＳＢＳ古河物流㈱

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 Toshiba Logistics (Singapore) Pte. Ltd.、Toshiba Logistics (Philippines)

Corpration、TL Forwarding Service (Philippines) Corporation、TL
Service (Thailand) Co., Ltd.、Toshiba Logistics Malaysia Sdn. Bhd.、
Toshiba Logistics India Pvt. Ltd.、SBS Logistics Singapore Pte. Ltd.、㈱
アイアンドアイ、ＳＢＳ自動車学校㈱、グローバルペットニュートリション㈱

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連
結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いておりま
す。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社の状況
・持分法適用の非連結子会社または関連会社数

１社
・主要な会社等の名称 ㈱ゼロ
② 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
・主要な会社等の名称 Toshiba Logistics (Singapore) Pte. Ltd.、Toshiba Logistics (Philippines)

Corpration、TL Forwarding Service (Philippines) Corporation、TL
Service (Thailand) Co., Ltd.、Toshiba Logistics Malaysia Sdn. Bhd.、
Toshiba Logistics India Pvt. Ltd.、SBS Logistics Singapore Pte. Ltd.、㈱
アイアンドアイ、ＳＢＳ自動車学校㈱、グローバルペットニュートリション㈱、
SBS Logistics（Thailand）Co., Ltd.、TAS Logistics Co., Ltd.、Atlas
Logistics Pvt. Ltd.

・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除いております。

（3）連結子会社および関連会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、ＳＢＳ東芝ロジスティクス㈱および同社の一部子会社の決算日は３月31日であり、連結計算
書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算にもとづく計算書類を使用しております。なお、その
他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。また、持分法適用会社である㈱ゼロの決算日は６月
30日であり、連結計算書類の作成にあたっては、９月30日現在で仮決算を実施しております。また、連結決算日と
の間に生じた重要な取引につき、連結上必要な調整を行っております。

― 5 ―

2022年02月21日 19時19分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
イ．有価証券
・その他有価証券
時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ 時価法によっております。
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採
用しております。

ハ．たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・仕掛販売用不動産 個別法
・販売用不動産 個別法
・販売用不動産信託受益権 個別法
・商品及び製品 先入先出法
・原材料及び貯蔵品 主に最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

主に定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物
（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～20年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年以内）に
もとづく定額法、顧客関連資産については効果の及ぶ期間（20～30年）にもと
づく定額法、その他の無形固定資産については定額法によっております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）
とする定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社および一部の連結子会社では、従業員の賞与支給に備えるため、将来の支
給見込額のうち当連結会計年度末の負担額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、主として給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年および15
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（３～11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利

スワップ取引については、特例処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段･･･金利スワップ

ヘッジ対象･･･借入金の利息
ハ．ヘッジ方針 借入金利の市場変動リスクを回避する目的で行っております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップ取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに比較してその有効性の評価をしております。ただし、
特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略して
おります。

― 6 ―

2022年02月21日 19時19分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。
ロ．連結納税制度の適用 当社および一部の国内連結子会社は、連結納税制度を適用しております。
ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社および一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」
(2020年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行およびグル
ープ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につい
ては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に
関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いに
より、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負
債の額について、改正前の税法の規定にもとづいております。

ニ．収益および費用の計上基準 ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（5）のれんの償却に関する事項
のれんについては、20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年3月31日)を当連結会計年度より適用し、
連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

3. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当期の連結計算書類に計上した金額

減損損失 33百万円
有形固定資産 96,877百万円
無形固定資産 35,651百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、原則として他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・
フローを生み出す最小の単位でグルーピングを行っております。減損の兆候があると認められる資産又は資産グル
ープについては、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回
る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減損損失として計上しております。
割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会により承認された次年度の予算を基礎としており、翌期以
降の成長率及び将来の投資計画等を主要な仮定としております。
これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要になった場合、翌期以降の連結計
算書類に重要な影響を与える可能性があります。

4. 追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りについて）

当社グループは、新型コロナウイルス感染症拡大による翌連結会計年度の業績に対する影響は限定的であるとの
仮定にもとづき、固定資産の減損会計等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、影響が長期化する場合には当社
グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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5. 連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 738百万円
土地 443百万円

計 1,181百万円
上記に対応する債務はありません。

（2）差入保証金の代用として差し入れている資産は、次のとおりであります。
投資有価証券 10百万円

（3）有形固定資産の減価償却累計額 83,813百万円
有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（4）保証債務
以下の関係会社等の金融機関からの借入および債務に対し、債務保証を行っております。
Toshiba Logistics (Singapore) Pte. Ltd.（借入枠） 59百万円
Toshiba Logistics Malaysia Sdn. Bhd.（借入枠） 41百万円
TL Forwarding Service (Philippines) Corporation
（借入枠） 45百万円
Toshiba Logistics India Pvt. Ltd.（借入枠） 77百万円
ＳＢＳ東芝ロジスティクス㈱従業員（住宅ローン） 5百万円

（5）資産保有目的の変更
当連結会計年度において保有目的の変更により、固定資産の「建物及び構築物」ならびに「土地」等13,793百万円
を流動資産の「たな卸資産」（販売用不動産）に振替えております。

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 39,718,200株 －株 －株 39,718,200株

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 575株 115株 －株 690株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2021年２月24日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,390百万円
・１株当たり配当額 35円
・基準日 2020年12月31日
・効力発生日 2021年３月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2022年２月21日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,184百万円
・１株当たり配当額 55円
・基準日 2021年12月31日
・効力発生日 2022年３月８日
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7. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については原則行わず、政策的な投資に限り運用を行っております。
資金調達については、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、グループ各社で定めた債権管理規程に従いリスク軽減を図っ
ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、四半期ごとに時価の把握を行って
おります。
借入金の使途は、運転資金（主として短期）および設備投資資金（主として長期）であり、一部の長期借入金の
金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
なお、デリバティブ取引は、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊）

時 価
（＊） 差 額

① 現金及び預金 23,800 23,800 －

② 受取手形及び売掛金 62,555 62,555 －

③ 有価証券及び投資有価証券

関連会社株式 5,578 3,602 △1,976

その他有価証券 2,446 2,446 －

④ 支払手形及び買掛金 （34,193） （34,193） －

⑤ 電子記録債務 （6,342） （6,342） －

⑥ 短期借入金 （22,865） （22,865） －

⑦ 長期借入金 （71,604） （71,640） 35

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、ならびに ② 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
③ 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格等によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 電子記録債務、ならびに ⑥ 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
⑦ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。また、変動金利による長期借入金については、時価は帳簿価額に等し
いことから、当該帳簿価額によっております。更に、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理
を行っている長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の
借入を行った場合に適用されると合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。
また、１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて記載しております。

2. 非上場株式等（連結貸借対照表計上額3,935百万円）は、市場価格が無く、かつ将来キャッシュ・フローを
見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 有価証券及び投資有
価証券」には含めておりません。
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8. 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地および施設を有しております。
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

24,757百万円 32,018百万円
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であります。

2. 時価の算定方法
主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書にもとづく金額であり、その他の物件に
ついては一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて合理的に調整した金額に
よっております。

9. 企業結合等に関する注記
取得による企業結合

（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 東洋運輸倉庫㈱
事業の内容 倉庫・通関・貨物運送取扱業 等

② 企業結合を行った主な理由
国内人口の一極集中や電子商取引の進展に伴って、首都圏近郊の倉庫需要が拡大し、機械化・自動化等の高度な

物流倉庫の必要性が一層進展するとの見込みから、当社グループは東京臨海部における最先端倉庫への投資を積極
的に進めております。
東洋運輸倉庫㈱は東京臨海部の東扇島（神奈川県川崎市）、若洲（東京都江東区）に大型倉庫を保有しており、

当社グループは、当該地域で展開している既存倉庫と融合させることによって、長期的視点での倉庫開発を可能と
し、将来的に当該地域におけるグループの物流インフラのポテンシャルを最大化して、新たな顧客層へアプローチ
することができるものと考えています。
今回の株式取得によって、東洋運輸倉庫㈱と共に、当社グループが保有するさまざまなインフラ・ノウハウの共
有、物流業務における協業とシナジー追求によって、企業価値を向上させる体制を整えてまいります。
③ 企業結合日
2021年３月31日（みなし取得日）

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
東洋運輸倉庫㈱

⑥ 取得した議決権比率
100.0%

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として東洋運輸倉庫㈱の株式を取得したためであります。

（2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2021年４月１日から2021年12月31日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 7,200百万円
取得原価 7,200

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 12百万円
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
603百万円

② 発生原因
主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間
３年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 1,283百万円
固定資産 7,722
資産合計 9,006
流動負債 369
固定負債 2,040
負債合計 2,409

（7）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその種類別の内訳並びに償却期間
主な種類別の内訳 金額 償却期間
ソフトウエア 5百万円 1.9年

10. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,527円58銭
（2）１株当たり当期純利益 271円67銭

11. 重要な後発事象に関する注記
ＳＢＳロジコム㈱の保有資産譲渡について
当社は、2021年12月10日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるＳＢＳロジコム㈱が所有する固定
資産を譲渡することを決議し、2021年12月24日に譲渡契約を締結しましたが、下記のとおり2022年１月31日に
当該物件を引き渡し、譲渡が完了いたしました。

（1）譲渡の理由
当社グループにおける資産ポートフォリオ入替策に伴い、事業の選択と集中及び財務体質の強化を企図し実施い
たしました。

（2）譲渡先の概要
譲渡先につきましては、譲渡先との契約上の都合により詳細の開示を控えさせていただきますが、譲渡先と当社
並びに当社連結子会社との間には、資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特筆すべき事項はありませ
ん。

（3）譲渡資産の概要
名称 サントコア神楽坂
所在地 東京都新宿区箪笥町30番１
種類 土地 敷地面積 533㎡

建物 延床面積 1,679㎡
譲渡前の使途 居住用賃貸不動産

（4）譲渡の時期
取締役会決議 2021年12月10日
契約締結日 2021年12月24日
物件引渡日 2022年１月31日

（5）当該事象の連結損益に与える影響
当該固定資産の譲渡により、2022年12月期第１四半期において、特別利益として固定資産売却益1,320百万円を
計上する予定であります。
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3. 計算書類

個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法
① 子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
② その他有価証券
・時価のあるもの 事業年度末の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。
・時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ 時価法によっております。
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理
を採用しております。

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物
（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以
内）にもとづく定額法、その他の無形固定資産については定額法によって
おります。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている

金利スワップ取引については、特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段･･･金利スワップ

ヘッジ対象･･･借入金の利息
③ ヘッジ方針 借入金利の市場変動リスクを回避する目的で行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップ取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を半期毎に比較してその有効性の評価をしております。た
だし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価
を省略しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる事項
① 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
② 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)におい
て創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行
にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制
度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」
（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効
果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018
年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債
の額について、改正前の税法の規定にもとづいております。

2. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 991百万円
（2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示されたものを除く）は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 25,117百万円
② 短期金銭債務 11,187百万円
③ 長期金銭債権 4,806百万円
④ 長期金銭債務 4百万円
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（3）保証債務
以下の関係会社等の金融機関からの借入および債務に対し、債務保証を行っております。
東芝物流（上海）有限公司（借入枠） 541百万円
東芝物流（大連） 有限公司（借入枠） 36百万円
東芝物流（杭州）有限公司（借入枠） 288百万円
東芝物流（香港） 有限公司（借入枠） 460百万円
Toshiba Logistics Europe GmbH（借入枠） 404百万円
Toshiba Logistics America,Inc.（借入枠） 172百万円
Toshiba Logistics (Singapore) Pte. Ltd.（借入枠） 59百万円
Toshiba Logistics Malaysia Sdn. Bhd.（借入枠） 41百万円
TL Forwarding Service (Philippines) Corporation（借入枠） 45百万円
ＳＢＳロジコム関東㈱（道路通行料） 76百万円

3. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 営業収益 8,822百万円
② 営業費用 136百万円
③ 営業取引以外の取引高 229百万円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 575株 115株 －株 690株

5. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
関係会社株式評価損 673百万円
投資有価証券評価損 49百万円
減価償却超過額 11百万円
繰越欠損金 902百万円
その他 144百万円
繰延税金資産小計 1,781百万円
評価性引当額 △1,655百万円
繰延税金資産合計 125百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △83百万円
繰延税金負債合計 △83百万円
繰延税金資産の純額 42百万円

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
固定資産－繰延税金資産 42百万円

6. 関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 （％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 ＳＢＳ東芝ロジスティクス㈱ 所有直接 66.6
資金の移動
役員の兼任

ＣＭＳによる資金貸借
(預り増）（注3） 234 預り金 1,906
ＣＭＳ利息の支払（注3） 3

子会社 ＳＢＳリコーロジスティクス㈱ 所有直接 66.6
資金の移動
役員の兼任

ＣＭＳによる資金貸借
(預り減）（注3） 317 預り金 2,386
ＣＭＳ利息の支払（注3） 2
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種類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 （％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 ＳＢＳロジコム㈱ 所有
直接 100.0

経営指導
業務の受託
不動産賃貸
配当金の受取
資金の移動
役員の兼任

経営指導（注2） 1,598

未収入金 2,404連結納税に係る個別帰属額 2,213
業務の受託（注5） 384
不動産の賃貸（注6） 73
配当金の受取（注4） 2,190 ― ―
ＣＭＳによる資金貸借
(貸付減）（注3） 12,515 短期貸付金 6,307
ＣＭＳ利息の受取（注3） 89

子会社 ＳＢＳフレイトサービス
㈱

所有
間接 100.0 資金の移動 長期貸付金（貸付減） 336 長期貸付金 1,978利息の受取（注1） 18

子会社 ＳＢＳグローバルネットワーク㈱ 所有間接 100.0 資金の移動
ＣＭＳによる資金貸借
(貸付減）（注3） 24 短期貸付金 736
ＣＭＳ利息の受取（注3） 8

子会社 ＳＢＳフレック㈱ 所有
直接 66.0

経営指導
業務の受託
不動産賃貸
配当金の受取
資金の移動
役員の兼任

経営指導（注2） 532
未収入金 60業務の受託（注5） 93

不動産の賃貸（注6） 26
配当金の受取（注4） 143 ― ―
ＣＭＳによる資金貸借
(貸付増）（注3） 240 短期貸付金 956
ＣＭＳ利息の受取（注3） 5

子会社 ＳＢＳフレックネット㈱ 所有
間接 66.0 資金の移動

ＣＭＳによる資金貸借
(預り増）（注3） 425 預り金 2,302
ＣＭＳ利息の支払（注3） 1

子会社 ＳＢＳ即配サポート㈱ 所有
直接 100.0

資金の移動
役員の兼任

長期貸付金（貸付増） 267 長期貸付金 2,828利息の受取（注1） 13

子会社 ＳＢＳゼンツウ㈱ 所有
直接 100.0

経営指導
業務の受託
配当金の受取
資金の移動
役員の兼任

経営指導（注2） 263
未収入金 225連結納税に係る個別帰属額 198

業務の受託（注5） 8
配当金の受取（注4） 661 ― ―
ＣＭＳによる資金貸借
(預り減）（注3） 898 預り金 996
ＣＭＳ利息の支払（注3） 1

子会社 ＳＢＳファイナンス㈱ 所有
直接 100.0 資金の移動

ＣＭＳによる資金貸借
(貸付減）（注3） 397 短期貸付金 8,729
ＣＭＳ利息の受取（注3） 61

子会社 ＳＢＳアセットマネジメント㈱ 所有直接 100.0
資金の移動
役員の兼任

ＣＭＳによる資金貸借
(預り減）（注3） 17 預り金 1,079
ＣＭＳ利息の支払（注3） 1

子会社 ㈱エルマックス 所有
間接 100.0

資金の移動
役員の兼任

ＣＭＳによる資金貸借
(貸付増）（注3） 3,350 短期貸付金 3,350
ＣＭＳ利息の支払（注3） 3

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（注２）経営指導料は業務内容を勘案し、両社協議のうえ、決定しております。
（注３）当社は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、ＣＭＳ取引の実態を明瞭に開示す

るために、取引金額は純額表示しております。なお、利率については、市場金利を勘案して合理的に決定して
おります。

（注４）配当金については、子会社の当期純利益から必要投資額等を控除した金額をベースに協議のうえ、決定してお
ります。

（注５）業務受託料については、それに係る人件費等必要経費を勘案し、協議のうえ、決定しております。
（注６）受取賃料については、当社の賃借料および必要経費を勘案し、使用面積にもとづき合理的に決定しておりま

す。
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

（2）役員および個人主要株主等

種類 氏名
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 （％）

関 連 当 事 者 と の 関 係 取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）

科 目 期末残高
（百万円）

役員および
その近親者 鎌田 正彦 （被所有）

直接 36.22
当社代表取締役
公益財団法人ＳＢＳ鎌田財団
代表理事

寄 付 16 ― ―

（注１）取引金額には消費税等を含んでおりません。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

財団への寄付金の拠出額については、取締役会の承認に基づき決定しております。

7. 企業結合等に関する注記
当社は、2020年12月24日開催の取締役会決議にもとづき、2021年１月29日にＳＭＣ㈱から同社の子会社である
東洋運輸倉庫㈱の普通株式を取得し、当社の連結子会社といたしました。
なお、詳細は「連結注記表 企業結合等に関する注記」に記載のとおりであります。

8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 444円94銭
（2）１株当たり当期純利益 70円81銭

9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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